
仕 様 書 

１．概 要 

（１）件名 日本年金機構で使用する高圧電力（九州電力管内） 

（２）需要場所   別添1のとおり 

（３）業種及び用途    官公署（事務所） 

２．仕 様 

供給先各官署に供給する電気のうち、「RE100 TECHNICAL CRITERIA」の要件を満たす再生

可能エネルギー電気の割合が100％を満たすこと。また、その環境価値について、日本年金

機構に移転したこととし、いかなる第三者へも移転しないこと。 

＊参照：「RE100 TECHNICAL CRITER IA」の要件 

https://www.there100.org/sites/re100/files/2026-01/2025%20RE100%20Technical%20Criteria-Japan

ese%20%201.pdf 

 また、別添３-２において開示した再生可能エネルギー発電施設で発電された電気及び当

該電気に由来する環境価値を供給すること。 

（１）供給電気方式等 別添1のとおり

（２）契約電力、予定使用電力量

① 契約電力：実量制とし、その１月の最大需要電力と前１１月の最大需要電力のうち、

いずれか大きい値とする。 

(目安として別添１に令和９年４月の予定契約電力を記載する。) 

② 予定使用電力量：別添１のとおり。

（３）使用期間

自 令和  ９年 ４月 １日   ０：００ 

  至 令和 １０年 ３月３１日  ２４：００ 

（４）電力量等の計量：別添１のとおり。

（５）需給地点

需要場所における受電設備の終端接続部接続端子と給電者の設置した終端接続部接

続端子との接続点。 

https://www.there100.org/sites/re100/files/2026-01/2025%20RE100%20Technical%20Criteria-Japanese%20%201.pdf
https://www.there100.org/sites/re100/files/2026-01/2025%20RE100%20Technical%20Criteria-Japanese%20%201.pdf


（６）電気工作物の財産分界点

需給地点に同じ。

（７）保安上の責任分界点

需給地点に同じ。

（８）電気料金の算定方法

  電気料金の算定は、次に掲げる方法により行うものとする。 

電気料金の計算は、次の①―１、①―２、①―３及び①―４を合計して得た金額とする。 

① －１ 基本料金

契約ごとに基本料金単価を定め、当該契約ごとの契約容量に応じて算定するものとす

る。なお、基本料金が設定されていない場合は、当該基本料金を０円とみなして算定す

るものとする。 

① ―２ 電力量料金

契約ごとに電力量料金単価を定め、当該契約ごとの使用電力量の実績に応じて算定する

ものとする。 

① ―３ 燃料費等調整額

各月の燃料費等調整額は、当該地域を管轄する旧一般電気事業者が適用する燃料費等調

整単価の算定諸元に準じるものとする。契約期間中に燃料費等調整に係る制度の改定が

あった場合は、別途協議を行い、算定方法を定めるものとする。なお、燃料費等調整額

には当該地位を管轄する一般送配電事業者が算出する離島ユニバーサルサービス単価

を含むものとする。 

① ―４ 再生可能エネルギー発電促進賦課金

電気事業者による再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（平成２３

年法律第１０８号）に基づく賦課金（以下「再エネ賦課金」という。）は当該地域を管

轄する旧一般電気事業者の標準供給条件により算定するものとする。 

② 単価の単位

単価の単位は１円とし、その端数は小数点以下第三位で四捨五入することとする。 

③ 消費税の取扱い

単価、賦課金等の算定は、消費税及び地方消費税を含んで行うものとする。 

（９）入札金額算出方法

①容量拠出金の負担額を考慮して各単価は算出を行うこと。

②本入札において、電気・ガス価格激変緩和対策は考慮しないこと。

（１０）対価の支払方法

① 月毎に各需要場所の契約電力、力率、使用期間、使用電力量、燃料費調整（単価含



む）、請求金額等明細内訳を記載した報告書（任意様式）を作成し、その内容について、

日本年金機構職員の中から指定する検査職員の検査を受けなければならない。 

② 上記①の検査に合格後、対価の支払いを、日本年金機構の出納責任者に月単位に請

求することができる。 

（１１）その他

① 各月の電気料金の算定において、基本料金の力率割引又は割増、電力量料金の燃料

費調整及び再エネ賦課金については、管内の旧一般電気事業者が特定規模需要に対し

て定める標準供給条件（基本契約要綱）によるものとする。 

② フリッカ発生機器等電気の質に影響を与えるような負荷設備は特にない。

③ 再生可能エネルギー電気の確認資料

受託事業者は、契約年度における電気の供給が終了後、原則３か月以内に、供給元

電源情報及び供給を行った電気に占める再生可能エネルギー電気の比率について確認

できる資料として、別添３-５及び別添３-６を日本年金機構に送付すること。原則３

か月以内までの送付が難しい場合は、協議により定めた期間内に提出すること。また、

再生可能エネルギー電気の供給に用いた証書の写しを別添３-５及び別添３-６提出

後、協議により定めた期間内に提出すること。なお、提出された証書の写しに記載さ

れている情報が「２．仕様」を満たしていない場合、受託事業者は、「２．仕様」を

満たす証書を追加で購入し、その証書の写しを日本年金機構に提出する等により補修

すること。 

④ その他この仕様書に定めのない事項については、担当部署の指示に従うものとす

る。 

(１２)主体的業務等の再委託の禁止

当該業務の実施にあたり、主体的部分（業務の全体管理、電力の供給、及び費用の請

求）を第三者へ委託することは認めないものとする。 

(１３)是正措置

 受託事業者が日本年金機構に供給する再生可能エネルギー電気が発電された発電施

設又は環境価値の由来となった発電施設を設置又は運転する発電事業者が設置又は運

転を行う再生可能エネルギー発電施設のいずれかにおいて、その設置又は運転に関して

事業計画策定ガイドラインで示される主な関係法令リストに掲げられる法令の違反が

明らかになった場合、受託事業者は、当該発電事業者が発電する再生可能エネルギー電

気又は環境価値の日本年金機構に対する供給を停止するとともに、その代わりとして、

違反が認められない他の発電事業者が発電する再生可能エネルギー電気又は当該電気

に由来する環境価値を供給しなければならない。 

３．入札参加に関する注意事項 



（１）事前提出書類

別添３-１、別添３-２、別添３-３及び別添３-４を令和８年１２月１日（火）正午

までに「４．担当部署」に提示すること。 

提示された書類に関し、環境配慮基準に適合し、本案件の履行能力を有すると認めら

れた者のみ応札が可能であり、審査結果は、令和８年１２月９日（水）１７時までに

「４．担当部署」より電話で連絡を行う。 

（２）仕様書に関する質疑

仕様書等に関して疑義があり説明を求めようとする場合は、別添２の質問書を作成の 

うえ、「４．担当部署」に電話連絡後、令和８年１０月２１日（水）正午までにＦＡＸに 

より提出を行うこと。質問事項に対する回答は、令和８年１１月６日（金）１８時頃に 

日本年金機構 HP に掲載する。 

４．担当部署 

〒168-8505 東京都杉並区高井戸西 3-5-24 

日本年金機構本部 会計・資産管理部 管財グループ 担当：篠原 

ＴＥＬ 03-6892-0727   ＦＡＸ 03-6892-7993 



案件名「日本年金機構で使用する高圧電力」の概要（全体） 別添１（全体)

案件番号 エリア 拠点数
契約
電力

（KW）
①供給電気方式

②供給電圧
（Ｖ）

（標準電圧）

③計量電圧
（Ｖ）

（標準電圧）

④標準
周波数
（Ｈｚ）

⑤受電方式
⑦蓄熱式
負荷設備
の有無

令和9年
4月

5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
令和10年
１月

２月 ３月 合計 夏季 その他季

9 日本年金機構で使用する高圧電力（九州電力管内） 36 2,934 交流３相３線式 6,000 6,000 60 ※各エリア別添１を参照 無 281,239 287,617 363,777 509,873 475,643 431,454 347,071 267,885 337,018 391,485 332,741 316,750 4,342,553 1,416,970 2,925,583

※ 各案件の契約期間は令和9年4月1日～令和10年3月31日を想定していますが、契約後に必要な調達期間次第では令和9年1月からの契約開始を検討しています。

１．概要 ２．仕様　（１）供給電気方式等 令和9年4月～令和10年3月の使用電力量見込（単位：kWh）



別添１（九州）

項番 エリア 需要場所 需要場所住所 受電方式
⑥契約
電力

（KW）

⑦蓄熱式
負荷設備
の有無

⑧検針
方法

⑨計量器
構成(線)

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 合計 エリア合計

254 九州 東福岡年金事務所 89 福岡県福岡市東区馬出３－１２－３２ 1回線受電 89 無 自動検針 本線 8,653 8,999 11,533 16,361 15,187 13,979 10,685 8,246 10,510 12,967 10,480 10,180 137,780

255 九州 第2コールセンター 73 福岡県福岡市博多区博多駅東３－１５ー２３ 1回線受電 73 無 自動検針 本線 9,589 9,857 12,407 16,590 15,715 14,348 9,396 7,649 9,923 12,171 10,582 10,726 138,953

256 九州 中福岡年金事務所 77 福岡県福岡市中央区大手門２－８－２５ 1回線受電 86 無 自動検針 本線 7,265 6,496 8,186 13,552 13,106 10,832 7,968 7,771 10,360 12,952 10,913 10,298 119,699

257 九州 西福岡年金事務所 80 福岡県福岡市西区内浜１－３－７ 1回線受電 80 無 自動検針 本線 7,583 8,513 12,176 17,023 16,583 14,890 11,791 7,138 9,413 11,172 9,367 9,001 134,650

258 九州 南福岡年金事務所 72 福岡県福岡市南区塩原３－１－２７ 1回線受電 77 無 自動検針 本線 9,110 9,579 11,780 15,851 14,664 13,541 11,023 8,498 10,328 12,647 10,054 9,103 136,178

259 九州 直方年金事務所 70 福岡県直方市知古１－８－１ 1回線受電 76 無 自動検針 本線 6,287 6,278 8,262 12,678 11,859 10,233 7,667 6,211 8,035 11,222 8,927 7,837 105,496

260 九州 久留米年金事務所 79 福岡県久留米市諏訪野町２４０１ 1回線受電 80 無 自動検針 本線 8,355 8,947 11,690 15,596 13,696 12,730 10,558 7,656 10,490 12,365 10,591 9,425 132,099

261 九州 小倉南年金事務所 64 福岡県北九州市小倉南区下曽根１－８－６ 1回線受電 69 無 自動検針 本線 6,128 6,341 7,763 11,572 10,511 9,033 7,315 5,799 7,402 8,714 7,276 7,108 94,962

262 九州 小倉北年金事務所 95 福岡県北九州市小倉北区大手町１３－３ 1回線受電 95 無 自動検針 本線 9,168 9,068 11,628 16,395 15,137 13,188 10,486 9,439 13,144 15,389 12,734 12,235 148,011

263 九州 八幡年金事務所 88 福岡県北九州市八幡西区岸の浦１－５－５ 1回線受電 88 無 自動検針 本線 8,008 8,549 10,485 14,746 13,730 12,457 10,195 7,487 9,355 11,388 10,136 9,536 126,072

264 九州 大牟田年金事務所 47 福岡県大牟田市大正町６－２－１０ 1回線受電 49 無 自動検針 本線 4,957 4,751 6,113 9,560 8,720 7,927 6,140 4,244 5,721 6,725 5,582 5,137 75,577

265 九州 佐賀年金事務所 100 佐賀県佐賀市八丁畷町１－３２ 1回線受電 100 無 自動検針 本線 7,364 7,029 9,634 14,766 13,653 12,575 8,819 6,422 9,737 11,644 10,087 7,957 119,687

266 九州 唐津年金事務所 82 佐賀県唐津市千代田町２５６５ 1回線受電 82 無 自動検針 本線 6,952 6,157 8,583 12,506 15,250 12,396 8,791 6,540 9,053 10,612 8,877 8,433 114,150

267 九州 武雄年金事務所 33 佐賀県武雄市武雄町大字昭和４３－６ 1回線受電 33 無 自動検針 本線 3,130 3,364 4,220 6,740 6,211 5,452 4,435 3,093 4,164 5,133 4,295 3,754 53,991

268 九州 長崎南年金事務所 68 長崎県長崎市金屋町３－１ 1回線受電 68 無 自動検針 本線 6,490 6,806 8,810 12,864 11,234 10,422 8,803 6,097 7,908 9,557 8,376 7,722 105,089

269 九州 長崎北年金事務所 59 長崎県長崎市稲佐町４－２２ 1回線受電 59 無 自動検針 本線 5,139 5,386 6,653 9,872 8,783 8,242 6,898 5,030 5,764 6,514 5,873 5,490 79,644

270 九州 佐世保年金事務所 65 長崎県佐世保市稲荷町２－３７ 1回線受電 65 無 自動検針 本線 7,120 7,468 8,317 11,296 10,798 10,006 8,712 6,962 8,008 9,247 7,952 7,793 103,679

271 九州 諫早年金事務所 65 長崎県諫早市栄田町４７－３９ 1回線受電 68 無 自動検針 本線 5,410 5,230 7,363 10,795 9,105 8,734 6,700 5,200 8,155 9,338 8,396 7,343 91,769

272 九州 熊本東年金事務所 90 熊本県熊本市東区東町４－６－４１ 1回線受電 90 無 自動検針 本線 7,834 8,420 10,504 15,554 14,138 13,568 10,957 7,733 9,364 10,496 8,888 8,243 125,699

273 九州 熊本西年金事務所 76 熊本県熊本市中央区千葉城町2-37 1回線受電 76 無 自動検針 本線 5,557 6,356 7,631 10,829 9,818 9,255 7,552 6,729 8,075 9,367 7,905 7,175 96,249

274 九州 八代年金事務所 94 熊本県八代市萩原町２－１１－４１ 1回線受電 94 無 自動検針 本線 7,162 7,228 9,511 13,667 12,808 11,914 9,412 6,922 9,484 11,748 9,123 8,462 117,441

275 九州 本渡年金事務所 44 熊本県天草市東町２－２１ 1回線受電 44 無 自動検針 本線 3,877 3,667 4,905 7,030 7,367 6,220 4,759 3,583 4,751 5,935 4,960 4,379 61,433

276 九州 玉名年金事務所 40 熊本県玉名市松木１１－４ 1回線受電 40 無 自動検針 本線 3,152 2,872 3,840 6,574 6,191 5,617 3,902 3,082 4,369 5,323 4,385 3,824 53,131

277 九州 大分年金事務所 88 大分県大分市東津留２－１８－１５ 1回線受電 98 無 自動検針 本線 8,712 8,926 12,163 17,305 15,787 14,259 10,947 8,519 12,077 13,410 11,806 11,692 145,603

278 九州 別府年金事務所 64 大分県別府市西野口町２－４１ 1回線受電 64 無 自動検針 本線 5,703 4,851 6,843 9,893 9,135 7,916 6,284 5,586 7,718 9,044 7,795 7,834 88,602

279 九州 佐伯年金事務所 38 大分県佐伯市女島字源六分９０２９－５ 1回線受電 38 無 自動検針 本線 3,253 3,397 5,033 6,155 5,969 5,576 3,985 3,560 4,559 5,125 4,514 4,569 55,695

280 九州 宮崎年金事務所 67 宮崎県宮崎市天満２－４－２３ 1回線受電 67 無 自動検針 本線 7,784 7,231 10,240 13,130 12,817 12,289 9,954 7,800 9,419 10,624 9,227 8,861 119,376

281 九州 高鍋年金事務所 25 宮崎県児湯郡高鍋町大字蚊口浦５１０５－１ 1回線受電 25 無 自動検針 本線 3,454 3,695 4,527 5,404 5,290 4,878 4,501 3,412 4,292 4,618 3,998 3,982 52,051

282 九州 延岡年金事務所 48 宮崎県延岡市大貫町１－２９７８－２ 1回線受電 50 無 自動検針 本線 4,582 4,504 6,076 8,354 7,961 7,077 5,552 5,127 7,218 7,487 5,763 5,711 75,412

283 九州 都城年金事務所 49 宮崎県都城市一万城町７１－１ 1回線受電 51 無 自動検針 本線 5,601 5,760 7,877 10,486 9,507 9,224 8,031 5,761 6,961 6,821 5,791 5,539 87,359

284 九州 鹿児島南年金事務所 54 鹿児島県鹿児島市鴨池新町５－２５ 1回線受電 54 無 自動検針 本線 4,878 5,044 6,232 7,474 7,042 6,916 6,410 4,757 5,787 6,649 5,445 5,113 71,747

285 九州 鹿児島北年金事務所 56 鹿児島県鹿児島市住吉町６－８ 1回線受電 56 無 自動検針 本線 6,319 6,626 8,568 10,680 10,006 9,554 8,243 5,620 6,290 7,328 6,110 5,610 90,954

286 九州 川内年金事務所 53 鹿児島県薩摩川内市平佐町２２２３ 1回線受電 53 無 自動検針 本線 5,806 5,663 7,304 9,406 9,258 8,632 7,108 5,516 7,207 8,297 7,099 6,892 88,188

287 九州 加治木年金事務所 77 鹿児島県姶良市加治木町諏訪町１１３ 1回線受電 77 無 自動検針 本線 5,808 6,003 7,418 9,895 8,762 8,531 7,443 4,136 5,080 5,831 5,153 4,491 78,551

288 九州 鹿屋年金事務所 44 鹿児島県鹿屋市寿３－８－１９ 1回線受電 44 無 自動検針 本線 5,325 5,474 7,228 8,496 8,107 7,973 7,736 4,880 4,408 5,124 4,283 4,138 73,172

289 九州 福岡広域事務センター 576 福岡県福岡市博多区××××（受託後、別途通知） 1回線受電 576 無 自動検針 本線 59,724 63,082 72,274 100,778 91,738 81,070 67,913 55,680 62,489 68,501 59,998 61,157 844,404

【参考】令和9年4月～令和10年3月の使用電力量見込（単位：kWh）

4,342,553

概要

「日本年金機構で使用する高圧電力（九州電力管内）」概要



別添２

日本年金機構　理事長代理人

　会計・資産管理部長　様 提出者

㊞

【質問書提出期限】 令和８年１０月２１日（水）正午まで
【質問書提出方法】 ＦＡＸ（　０３-６８９２-７９９３　） ※送信後電話にてＦＡＸ到着確認を行うこと。

【質問書の提出先】 日本年金機構 本部 会計・資産管理部 管財グループ　篠原（ＴＥＬ：03-6892-0727）

日本年金機構で使用する高圧電力（九州電力管内）への質問（回答）書

代 表 者 名
FAX 番 号
TEL 番 号

※質問への回答１１月６日（月）１８時頃までに日本年金機構ホームページに掲示します。

令和 年 月 日　　

番号 質 問 回 答

所 在 地
事 業 所 名



別添３-１

令和　　年　　月　　日

住 所

会　社　名

代表者氏名 ㊞

　下記のとおり相違ないことを証明します。

１　電源構成、非化石証書の使用状況及び二酸化炭素排出係数の情報の開示方法

番　号

２　二酸化炭素排出係数及び供給する電気に占める再生可能エネルギーの割合

自社の
基準値

①

②

注１)

注２)

注３)

１の開示は、経済産業省「電力の小売営業に関する指針」（最新版を参照）に示された電源構成等や非化
石証書の使用状況の算定や開示に関する望ましい方法に準じて実施していること。なお、新たに電力の供
給に参入した小売電気事業者（事業開始日から１年以内）であって、電源構成の情報を開示していない者
は、事業開始日及び開示予定時期（参入日から１年以内に限る。）を「番号」欄に記載すること。

１の開示方法（又は事業開始日及び開示予定時期）を明示、及び２①の値が事業者全体であれば0.435、
供給する電気であれば0.342以下であり、かつ２②の値が100%である者を本案件の入札適合者とする。

１及び２の条件を満たすことを示す書類を添付すること。

適 合 証 明 書

開　示　方　法

①ホームページ ②パンフレット ③チラシ
④その他（ ）

項　　目

令和６年度1kWh当たりの二酸化炭素排出係数（事業者全体・供給す
る電気）（単位：kg-CO2/kWh）
※事業者全体、供給する電気のどちらの値であるかを併せて記載す
ること。

供給する電気に占める再生可能エネルギーの割合（本契約の契約電
力量に占める再生可能エネルギー電気の予定供給量を右欄に記載す
ること。）



別添３-２

令和　　年　　月　　日

住 所

会　社　名

代表者氏名 ㊞

番　号

注１)

注２)

注３)

注４）

関係法令とは、事業計画策定ガイドラインで示される主な関係法令リストに掲げられる法令をいう。

違法でないことを確認する対象としては、事業計画策定ガイドラインで示される主な関係法令リストに掲げられる法令等
であるが、地域との共生を図る再エネを推進する観点では、環境省が策定する「太陽光発電における自然環境配慮の手引
き」等を参照し、手引きを遵守した発電施設から電気を調達することが望ましい。

供給する再生可能エネルギー電気及び環境価値の発電施設情報

相対取引等、供給する電気を発電する発電施設が事前に特定できる場合は、①を選択の上、再生可能エネルギー電気及び
環境価値の発行元である発電施設情報を別添３－３を用いて入札時に提出すること。地域脱炭素化促進事業制度の認定事
業から電力を供給する場合には、証明できる資料を入札時に提出すること。
供給する電気を発電する発電施設が事前に特定できない場合は、②を選択の上、環境価値の発行元である発電施設のト
ラッキング情報を別添３－３を用いて入札時に提出すること。入札時に環境価値の電源情報の特定が不可能な場合には別
添３－５を用いて発注者が定める期間内に提出すること。

以下、開示内容の下欄①又は②の由来となる発電施設情報を提出し、当該発電施設を設置又は運転する発電事業者が設置又は運
転する全ての再生可能エネルギー発電施設において、関係法令の違反がないことを誓約いたします。

開　示　内　容

①再生可能エネルギー電気・環境価値両方 ②環境価値のみ



別添３-３

　年　月　日

日本年金機構　理事長代理人

会計・資産管理部長　岡部　太　様 提出者 所在地

事業所名

代表者名 ㊞

FAX番号

TEL番号

１　対象拠点（需要施設名、需要施設住所、契約電力）
別添１のとおり

２　供給期間 　令和９年４月１日～令和１０年３月３１日

３　再生可能エネルギー由来電力量の情報（発電施設及び環境価値の属性情報は別添３－４のとおり）

区分 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月
3月

（見込み）
累積

（見込み）
再エネ由来電力量

（kWh）【Ａ】
供給電力量
（kWh）【B】
再エネ比率
（％）【Ｃ】

特定電源割当誓約書

以下のとおり日本年金機構に電気を供給することを誓約する。
また、供給元電源情報に記載の割当電力量に係る環境価値について、日本年金機構に移転することをここに証する。

【照会先】

日本年金機構 

会計・資産管理部　管財グループ

担当：篠原

TEL：03-6892-0727

FAX：03-6892-7993



別添３-４
【別添１】発電施設（見込みを含む。）

設備ID
発電事業
者名

代表者名
事業者の
電話番号

発電設備
区分

発電出力
（kWh)

●●事業者 太陽光
▲▲事業者 風力

【別添】環境価値の属性情報（見込みを含む。）

設備ID
発電事業
者名

代表者名
事業者の
電話番号

発電設備
区分

発電出力
（kWh)

環境価値
移転量(ｋ
Wh)

●●事業者 太陽光 ○○
▲▲事業者 風力 ○○

合計（kWh）

○○県○○市○○
○○府○○市○○ ○○県○○市○○

事業者の住所 発電設備の所在地

○○県○○市○○

○○府○○市○○ ○○県○○市○○

環境価値の付与に
使用した証書の種類

事業者の住所 発電設備の所在地

FIT非化石証書（再エネ指定） ○○県○○市○○ ○○県○○市○○
非FIT非化石証書（再エネ指定）
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○年○月○日

日本年金機構　理事長代理人

会計・資産管理部長　岡部　太　様 提出者 所在地

事業所名

代表者名 ㊞

FAX番号

TEL番号

１　お客様情報
　お客様番号 ○○○○
　需要施設名 ○○○○
　需要施設住所 ○○県○○市○○
　契約電力 ○○○○ｋＷ

２　供給期間 ○年○月○日～○年○月○日

３　再生可能エネルギー由来電力量の情報（環境価値の属性情報は別添３－６のとおり）

区分 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月
3月

（見込み）
累積

（見込み）
再エネ由来電力量
（kWh）【Ａ】
供給電力量
（kWh）【B】
再エネ比率
（％）【Ｃ】

担当者等連絡先
部 署 名 ：
責任者名：
担当者名：
T E L ：
E - mail ：

特定電源割当証明書
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【別添】環境価値の属性情報（見込みを含む。）

設備ID
発電事業
者名

代表者名
事業者の
電話番号

発電設備
区分

発電出力
（kWh)

環境価値
移転量(ｋ
Wh)

●●事業者 太陽光 ○○
▲▲事業者 風力 ○○

合計（kWh）

FIT非化石証書（再エネ指定）
非FIT非化石証書（再エネ指定）

環境価値の付与に
使用した証書の種類

事業者の住所 発電設備の所在地

○○県○○市○○
○○府○○市○○

○○県○○市○○
○○県○○市○○



別添４ 

電気の供給を受ける契約における総合評価落札方式の評価方法 

１．落札方式 
落札者の決定は、次の要件ア～エの全てに該当する者のうち、２の「総合評価点
の計算方法」によって得られた総合評価点が最も高い者とする。 

ア 入札価格が予定価格の制限の範囲内であること。

イ 電源構成、非化石証書の使用状況及び二酸化炭素排出係数の情報を開示している
こと。

ウ 小売電気事業者の事業者全体又は本契約で提供される電力（以下「調達電力」と
いう。）の調整後二酸化炭素排出係数（地球温暖化対策の推進に関する法律（以下「温
対法」という。）に基づき環境大臣及び経済産業大臣が公表したもの又は温対法に基づ
き小売電気事業者が算定した最新のもの）が、事業者全体であれば 0.435 kg-
CO2/kWh以下、調達電力であれば 0.342 kg-CO2/kWh 以下であること。

エ 調達電力に占める再生可能エネルギー（以下「再エネ」という。）電気が 100％で
あること。再エネ電気は再エネ特措法施行規則において規定されている交付金の対象
となる再生可能エネルギー源を用いる発電設備（太陽光、風力、水力（30,000kW 未
満。ただし、揚水発電を含まない。）、地熱及びバイオマス）による電気を評価対象と
する。

なお、イ～エの要件については別添３-1を提出すること。 

２．総合評価点の計算方法 
（１）得点

得点については、１「落札方式」のウ及びエを満たしているものに標準点
（100 点）を与える。更に２（２）「評価基準」に基づき、評価に応じて得点
（以下「加算点」という。）を与える。なお、加算点の満点は 50 点とする。

総合評価点＝ 

・得点＝標準点の満点（100 点）＋加算点の満点（50 点）

得点 

入札価格 



（２）評価基準
加算点は各評価基準ア～キに応じて点数を与え、その総計とする。

加算点の評価項目 配点※

ア 事業者全体の二酸化炭素排出係数 20 点 

イ 調達電力に占める再生可能エネルギー電気の割合 10 点 
ウ 再生可能エネルギーの導入状況 5 点 

エ 未利用エネルギーの活用状況 5 点 

オ 調達電力に占める追加性のある再生可能エネルギー電気の割合 5 点 

カ 指定地域における持続的な再生可能エネルギー電気の創出・利用に向けた取組 5 点 

      各項目の評価方法の詳細は次頁以降のとおり。 



ア 令和 7 年度 1kWh 当たりの調整後二酸化炭素排出係数
令和 7 年度の事業者全体の調整後排出係数として、温対法に基づき環境大臣及び

経済産業大臣が公表した数値を評価する。なお、新たに電力の供給に参入した小売
電気事業者であって、温対法に基づき環境大臣及び経済産業大臣から排出係数が公
表されていない事業者は、当該事業者が自ら検証・公表した調整後排出係数を用い
ることができる。温対法に基づき令和 7 年度のメニュー別排出係数が公表されて
から事業者全体の排出係数が公表されるまでの間は、小売電気事業者が温対法に
基づき算定した令和 7 年度の事業者全体の調整後排出係数を用いることができる。

線形評価とし、0.435 kg-CO2/kWh を下回る場合は 20 点を上限に加点し、上回
る場合は減点する。なお、0.250 kg-CO2/kWh 以下は満点を与える。 

【線形評価式及び評価点のグラフ】 

加算点ア： 𝒚𝒚 = −𝟒𝟒𝟒𝟒𝟎𝟎𝟎𝟎
𝟑𝟑𝟑𝟑

𝒙𝒙 + 𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏
𝟑𝟑𝟑𝟑

 (𝒙𝒙 ≥ 𝟎𝟎,𝒙𝒙 < 𝟎𝟎.𝟐𝟐𝟐𝟐𝟐𝟐 → 𝒙𝒙 = 𝟐𝟐𝟐𝟐)

図Ⅱ－2.1－1 事業者全体の二酸化炭素排出係数に係る評価式及び評価図（加算点） 

なお、線形評価に当たっては自動算定用のエクセルを環境省のホームページに掲載

しているので参考にされたい（以下同じ）。 



イ 調達電力に占める再エネ電気の割合
評価対象の再エネ電気は１「落札方式」で定めるとおり、100％で満点を与え

る。 

ウ 再エネの導入状況
再エネの導入状況とは、次の①から⑤に示した再エネ電気の利用量（kWh）を前

年度の供給電力量（需要端）（kWh）で除した数値。ただし、①から⑤の再エネ電
気の利用量は前年度に小売電気事業者の調整後排出係数の算定に用いたものに限
る。 

①自社施設で発生した再エネ電気又は相対契約によって他者から購入した再生可能
エネルギー電気とセットで供給されることで再エネ電源が特定できる非 FIT 非化石
証書の量（送電端（kWh））
②グリーンエネルギーCO2削減相当量認証制度 1により所内消費分の電力に由来す
るものとして認証されたグリーンエネルギーCO2削減相当量に相当するグリーンエ
ネルギー証書（電力）2の量（kWh）
③J－クレジット制度 3により認証された再エネ電気由来クレジットの電力相当量
（kWh）
④非化石価値取引市場 4から調達した固定価格買取制度による再エネ電気に係る非
化石証書の量（kWh）
⑤非化石価値取引市場から調達した再エネ電気であることが判別できるトラッキン
グ付非 FIT非化石証書の量（kWh）

（算定方式） 

前年度の再生可能エネルギーの導入状況(%)  ＝ 
前年度の再生可能エネルギー電気の利用量（送電端）（①＋②＋③＋④＋⑤）(kWh) 

×100 前年度の供給電力量（需要端）(kWh) 

1 民間で取引されているグリーン電力・熱証書について、証書の CO2排出削減価値を国が認証することに
より、温対法に基づく算定・報告・公表制度における国内認証排出削減量等として活用できるようにする
もの。 
2 グリーン電力に由来するグリーンエネルギーCO2削減相当量については、当該削減相当量として認証さ
れた自家消費電力量（kWh）とする。 
3 省エネルギー機器の導入や再生可能エネルギーの活用による CO2等の排出削減量、適切な森林管理によ
る CO2等の吸収量を「クレジット」として国が認証する制度である。 
4 非化石価値取引市場には「再エネ価値取引市場」と「高度化法義務達成市場」があり、FIT 非化石証書
は「再エネ価値取引市場」で、非 FIT 非化石証書は「高度化法義務達成市場」でそれぞれ取り引きされて
いる。 



事業者全体の供給電力量に占める再生可能エネルギー電気の導入割合を評価する

導入していれば加点することとし、15%を満点として 5 点を上限に線形評価する。 

【線形評価式及び評価点のグラフ】 

加算点ウ： 𝒚𝒚 = 𝟏𝟏
𝟑𝟑
𝒙𝒙 (𝟎𝟎 ≤ 𝒙𝒙 ≤ 𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏,𝒙𝒙 > 𝟏𝟏𝟏𝟏 → 𝒙𝒙 = 𝟓𝟓) 

図Ⅱ－2.1－3 再エネの導入状況に係る評価式及び評価図（加算点） 

y = 1/3 x
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エ 未利用エネルギー5の活用状況
未利用エネルギーの有効活用の観点から、前年度における未利用エネルギーの活用

比率を使用する。算出方法は、以下のとおりとする。 

前年度の未利用エネルギーによる発電電力量（送電端）（kWh）を前年度の供給電力量
（需要端）（kWh）で除した数値 

（算定方式） 

前年度の未利用エネルギーの活用状況
（％）    ＝ 

前年度の未利用エネルギーによる
発電電力量（送電端）(kWh) 

×100 
前年度の供給電力量（需要端）

(kWh) 

未利用エネルギーによる発電を行う際に、他の化石燃料等の未利用エネルギーに該
当しないものと混燃する場合は、以下の方法により未利用エネルギーによる発電量を
算出する。 

①未利用エネルギー及び未利用エネルギーに該当しない化石燃料等の双方の実測による
燃焼時の熱量が判明する場合は、発電電力量を熱量により按分する。

②未利用エネルギーの実測による燃焼時の熱量が判明しない場合は、未利用エネルギー
に該当しない化石燃料等の燃焼時の熱量と当該発電機の効率から未利用エネルギーに
該当しない化石燃料等の燃焼に伴う発電量を算出し、当該数値を全体の発電量から除
いた分を未利用エネルギーによる発電分とする。

事業者全体の供給電力量に占める未利用エネルギーの活用割合を評価する。活用
していれば加点することとし、2%を満点として 5 点を上限に線形評価する。 

【線形評価式及び評価点のグラフ】 

加算点エ： 𝒚𝒚 = 𝟓𝟓
𝟐𝟐
𝒙𝒙 (𝟎𝟎 ≤ 𝒙𝒙 ≤ 𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏,𝒙𝒙 > 𝟐𝟐 → 𝒙𝒙 = 𝟓𝟓)

5 未利用エネルギーとは、発電に利用した次に掲げるエネルギー（他社電力購入に係る活用分を含む。
（ただし、インバランス供給を受けた電力に含まれる未利用エネルギー活用分については含まない。））を
いう。 
①工場等の廃熱又は排圧
②廃棄物の燃焼に伴い発生する熱（再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（平成 23
年法律第 108 号。以下「再エネ特措法」という。）第 2 条第 3 項において定める再生可能エネルギー源に
該当するものを除く。）
③高炉ガス又は副生ガス



図Ⅱ－2.1－4 未利用エネルギーの活用状況に係る評価式及び評価図（加算点） 
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オ 追加性のある再エネ電気の評価

追加性の要件としては、RE100技術要件を参照して、運転開始日又はリパワリング日が
15 年以内である再生可能エネルギー電気を対象とする。 

調達電力に対して追加性のある再生可能エネルギー電気を 35%以上供給していれば加点
することとし、100%を満点として 5 点を上限に線形評価する。 

【線形評価式及び評価点のグラフ】 

加算点オ： 𝒚𝒚 = 𝟏𝟏
𝟏𝟏𝟏𝟏
𝒙𝒙 − 𝟑𝟑𝟑𝟑

𝟏𝟏𝟏𝟏
 (𝟎𝟎 ≤ 𝒙𝒙 ≤ 𝟏𝟏𝟎𝟎𝟎𝟎,𝒙𝒙 < 𝟑𝟑𝟑𝟑 → 𝒙𝒙 = 𝟎𝟎) 

図Ⅱ－2.1－5 追加性のある再生可能エネルギー電気に係る評価式及び評価図（加算点） 
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カ 指定地域における持続的な再エネ電気の創出・利用に向けた取組

地域脱炭素化促進事業制度で認定された電力を供給していれば配点の満点を与える。別
添３-1 の適合証明書により、入札時に該当する電力及び証書の発電施設情報を提出する
こと。また契約満了時に証書及びそのトラッキング情報を実績として報告すること。 

（３）提出を必須とする資料

ウ～カ※の評価項目の取組状況を様式１により提出すること。



様式１ 

総合評価落札方式における評価項目の取組状況 

令和 年 月 日 

住所  
会社名  

代表者氏名  

このことについて、関係書類を添えて下記のとおり報告します。 
なお、この報告書及び添付書類のすべての記載事項は、事実と相違ないことを誓約し
ます。 

記 

件名： 日本年金機構で使用する高圧電力（九州電力管内） 

項目 自社の基準値／計画値／取組 

ア 令和７年度 1kWh 当たりの事業者全体の二酸
化炭素排出係数（単位：kg-CO2/kWh） 

イ 調達電力に占める再生可能エネルギーの割合
（単位：％） 

ウ 令和７年度再生可能エネルギー導入状況（単
位：％） 

エ 令和７年度未利用エネルギー活用状況（単
位：％） 

オ 調達電力に占める追加性のある再生可能エネ
ルギーの割合（本契約の調達電力に占める再
エネ割合※を右欄に記載すること。）（単
位：％）

カ 地域脱炭素化促進事業制度 
（該当する場合には右欄に「有」と記載した
上で関係書類を提出すること。） 

  以上 




